
一般社団法人アスリートネイル協会 会員規約


第１条 【目的】 

この規約(会費規約を含み、協会が別途定めるプライバシーポリシーその他規約を含む。以下同じ。)は、
一般社団法人アスリートネイル協会(以下「協会」という。)の会員について必要な事項を定める。


第２条 【会員】 

この規約では、協会に入会した以下に定める者を「会員」とする。会員は下記４種とする。

(１)個人正会員　アスリートネイルトレーナー認定証を取得した自然人を対象とする。当該会員資格を取
得するための要件は第３条、会費は第４条の通りとする。

(２)法人会員　協会の目的に賛同する法人格を持つ法人を対象とする。当該会員資格を取得するための
要件は第３条の２、会費は第４条の２の通りとする。

(３)認定サロン　登録をするための要件は第３条の３、会費は第４条の３の通りとする。

(４)一般会員　爪切り指導士認定証を取得した自然人を対象とする。当該会員資格を取得するための要

件は第３条の４、会費は第４条の４の通りとする。


第３条 【個人正会員の入会】 

１.次の各号に掲げる全ての要件を満たした場合、協会は、その者が個人正会員として協会に入会するこ
とを承認する。

(１)自然人であること。

(２)アスリートネイルトレーナー認定証を保有していること(ただし、入会申込みの時点で有効な認定証
を保有している場合に限る。)。 

(３)この規約に同意していることを条件として、協会の定める方法により入会申込みを行ったこと。 

(４)初年度年会費を支払ったこと。


２.個人正会員の権利および義務は、第５条の入会の不承認があった場合を除き、前項各号の全ての要件
を満たした時点で発生するものとする。


第３条の２ 【法人会員の入会】

１.次の各号に掲げる全ての要件を満たした場合、協会は、その企業および団体が法人会員として協会に
入会することを承認する。

(１)日本法に基づく法人格を備えていること。

(２)企業および団体が実在し、その事業活動に継続性があると認められること。

(３)協会が認定する個人正会員が１名以上いること。

(４)ネイル産業・スポーツ産業・福祉産業に携わる企業やメーカー、各専門学校やその他教育機関、アス
リートに関わる企業および団体であること。

(５)企業および団体(その役員および従業員を含む)が、暴力団員・暴力団関係企業等の反社会的勢力でな
く、これらのいずれにも関係していないこと。

(６)この規約に同意していることを条件として、協会の定める方法により入会申込みを行ったこと。

(７)初年度年会費を支払ったこと。

(８)各種賠償保険に加入していること。

(９)入会申込後、理事会による審査があること。

(１０)協会理事が推薦し、適当と認めるに足る企業および団体であること。


第３条の３【認定サロンの登録】




 １.次の各号に掲げる全ての要件を満たした場合、協会は、その店舗を認定サロンとして協会に登録する
ことを承認する。

(１)代表者もしくは役員又は従業員の中に、個人正会員が含まれること。 

(２)この規約に同意していることを条件として、協会の定める方法により登録申請を行ったこと。 

(３)初年度年会費を支払ったこと。

(４)各種賠償保険に加入していること。

(５)登録申請後、理事会による審査があること。


２.認定サロンの登録申請を行おうとしている者が複数の店舗を有している場合、その登録は店舗ごとに
行わなければならない。


３.協会は、第１項の認定サロンの承認を店舗ごとに行うものとする(以下、承認を受けた店舗を「承認店
舗」という。)。 


４.この規約に基づき認定サロンに生じる権利又は義務は、別段の定めがない限り、認定サロンおよび承
認店舗において生じるものとし、認定サロンおよび承認店舗をこの規約の「会員」が取り扱うものとす
る。認定サロンは、承認店舗に対し、この規約に基づき認定サロン又は承認店舗が負担する義務の一切
を履行させるものとし、承認店舗の行為に対して一切の責任を負うものとする。 


５.認定サロンの権利及び義務は、第５条の入会の不承認があった場合を除き、第１項 各号及び第２項の
全ての要件を満たした時点で発生するものとする。


第３条の４【一般会員の入会】

１.次の各号に掲げる全ての要件を満たした場合、協会は、その者が一般会員として協会に入会すること
を承認する。

(１)自然人であること。

(２)爪切り指導士認定証を保有していること(ただし、入会申込みの時点で有効な認定証を保有している
場合に限る。)。 

(３)この規約に同意していることを条件として、協会の定める方法により入会申込みを行ったこと。 

(４)初年度年会費を支払ったこと。


２.一般会員の権利および義務は、第５条の入会の不承認があった場合を除き、前項各号の全ての要件を
満たした時点で発生するものとする。


第４条 【個人正会員の会費】 

１.個人正会員は、次の各号に掲げる会費を支払わなければならない。

(１)初年度年会費　個人正会員としての入会申込みをする者は、協会に初年度年会費を納入しなければな
らない。初年度年会費は、協会が定める会費規約の通りとする。

(２)更新年会費　個人正会員は毎年更新年会費を納入しなくてはならない。更新年会費は協会が定める
会費規約の通りとする。


２.初年度年会費は、個人正会員となった日から最初に訪れる３月３１日まで(以下「初年度」という。)
の会費とする。初年度の期間が１年に満たない場合であっても、初年度年会費の割引(月割り・日割りの
計算)は行わない。 


３.更新年会費は、初年度後の毎年４月１日から翌年３月３１日まで(以下、各１年間を「更新年度」とい
う。)の会費とする。更新年会費は前払いする。


第４条の２【法人会員の会費】




１.法人会員は、次の各号に掲げる会費を支払わなければならない。

(１)初年度年会費　法人会員としての入会申込みをする企業および団体は、協会に初年度年会費を納入し
なければならない。初年度年会費は、協会が定める会費規約の通りとする。

(２)更新年会費　法人会員は毎年更新年会費を納入しなくてはならない。更新年会費は協会が定める会
費規約の通りとする。


２.初年度年会費は、法人会員となった日から最初に訪れる３月３１日まで(以下「初年度」という。)の
会費とする。初年度の期間が１年に満たない場合であっても、初年度年会費の割引(月割り・日割りの計
算)は行わない。 


３.更新年会費は、初年度後の毎年４月１日から翌年３月３１日まで(以下、各１年間を「更新年度」とい
う。)の会費とする。更新年会費は前払いする。


第４条の３ 【認定サロンの会費】 

１.認定サロンは、次の各号に掲げる会費を支払わなければならない。なお、認定サロンが複数の承認店
舗を有する場合、会費は承認店舗ごとに生じるものとする。

(１)初年度年会費　認定サロンの登録申請をする者は、協会に初年度年会費を納入しなければならな
い。初年度年会費は、協会が定める会費規約の通りとする。 

(２)更新年会費　認定サロンは毎年更新年会費を納入しなくてはならない。更新年会費は協会が定める
会費規約の通りとする。

 

２.初年度年会費は、認定サロンとなった日から最初に訪れる３月３１日まで(以下「初年度」という。)
の会費とする。初年度の期間が１年に満たない場合であっても、初年度年会費の割引(月割り・日割りの
計算)は行わない。

 

３.更新年会費は、初年度後の毎年４月１日から翌年３月３１日まで(以下、各１年間を「更新年度」とい
う。)の会費とする。更新年会費は前払いする。


第４条の４ 【一般会員の会費】 

１.一般会員は、次の各号に掲げる会費を支払わなければならない。

(１)初年度年会費　一般会員としての入会申込みをする者は、協会に初年度年会費を納入しなければなら
ない。初年度年会費は、協会が定める会費規約の通りとする。

(２)更新年会費　一般会員は毎年更新年会費を納入しなくてはならない。更新年会費は協会が定める会
費規約の通りとする。


２.初年度年会費は、一般会員となった日から最初に訪れる３月３１日まで(以下「初年度」という。)の
会費とする。初年度の期間が１年に満たない場合であっても、初年度年会費の割引(月割り・日割りの計
算)は行わない。 


３.更新年会費は、初年度後の毎年４月１日から翌年３月３１日まで(以下、各１年間を「更新年度」とい
う。)の会費とする。更新年会費は前払いする。


第５条 【入会の不承認】 

入会申込みをした者が以下の各号のいずれかに該当する場合、協会は、その者の入会を承認しないこと
がある。

(１)過去にこの規約に違反する等して、除名されたことがある場合。 

(２)入会申込みの際の申告事項に、虚偽の記載、誤記又は記入漏れがある場合。 

(３)その他、会員として不適切な者であると協会が判断した場合。




第６条 【個人正会員の活動等】

 １.個人正会員は、以下の各号に掲げる事項を協会に求め、以下の各号に掲げる行為を行うことができ
る。この場合、協会(協会の知的財産権を管理する者を含む。)が、協会に関する講座および協会の著作
物に関する著作権、協会の法人名および協会の文書およびウェブサイト等に明示される協会の商標又は
ロゴマークに関する商標権その他協会に関連する知的財産権を保有していることを予め承諾する。

(１)協会は、アスリートネイルトレーナー養成講座を受講し、アスリートネイルトレーナー認定資格を有
する個人正会員として、協会のウェブサイトにおいて、当該個人正会員の氏名、活動エリア、認定証番号
その他協会が定める事項を掲載する。

(２)個人正会員は、自らの経歴として、自己のウェブサイト、ブログ又は経歴書において、協会名ととも
にアスリートネイルトレーナーの認定を受けていることを示すことができる。

(３)前各号の他、協会の目的に資する活動において、協会と事前協議の上、協会の承諾を得た場合には、
前号の協会に関連する知的財産権を使用することができる。


２.協会は、個人正会員に以下の各号の特典を付与することができる。特典の詳細は、付与の必要性に応
じて、協会が別途定める。

(１)アスリートネイルトレーナー認定証の更新料(個人正会員の資格を有する期間中に協会に支払

　うべき更新料)を無料とすること。 

(２)会員専用オンラインショップにて会員価格で商品を購入できること。 

(３)協会主催のイベント・セミナー等に会員料金で参加できること。 

(４)アスリートネイルトレーナー養成講座を無料で再受講できること。 

(５)自己が所属するサロンを認定サロンに登録申請できること。 

(６)協会ウェブサイトの認定ネイルトレーナーページに掲載できること。

(７)個人としての施術メニューに「アスリートネイル」「ネイルトレーナー」(以下『呼称』とする。)を
表示できること。

(８)個人としてのSNSアカウントおよびアカウント名、ウェブサイトやブログに『呼称』を使用できるこ
と。

(９)アスリートネイルに関するイベントおよびセミナーや講演を行えること。

(１０)協会と協力関係にある専門家に相談ができること。

(１１)爪切り指導士認定資格を取得した会員は、一般会員の特典を付与することができる。


第６条の２ 【法人会員の活動等】

１.法人会員は、以下の各号に掲げる事項を協会に求め、以下の各号に掲げる行為を行うことができる。
この場合、協会(協会の知的財産権を管理する者を含む。)が、協会に関する講座および協会の著作物に
関する著作権、協会の法人名および協会の文書およびウェブサイト等に明示される協会の商標又はロゴ
マークに関する商標権その他協会に関連する知的財産権を保有していることを予め承諾する。

(１)協会は、法人会員の企業および団体のバナーを協会ウェブサイトのホームページに掲載する。

(２)法人会員は、企業および団体のウェブサイトにおいて、協会のバナーを掲載できる。

(３)前各号の他、協会の目的に資する活動において、協会と事前協議の上、協会の承諾を得た場合には、
前号の協会に関連する知的財産権を使用することができる。


２.協会は、法人会員に以下の各号の特典を付与することができる。特典の詳細は、付与の必要性に応じ
て、協会が別途定める。

(１)企業および団体のウェブサイト内に『呼称』、協会のロゴをガイドラインに従い表示できること。

(２)企業および団体の営業資料、その他印刷物に『呼称』、協会のロゴをガイドラインに従い表示でき
ること。

(３)企業および団体のSNSで、『呼称』、協会のロゴをガイドラインに従い表示できること。

(４)施術および施術以外の業務を『呼称』を使用して行えること。




(５)アスリートネイルに関するイベントおよびセミナーや講演を行えること。(要申請)

(６)アスリートネイルに関する、商品の開発および製造/販売が行えること。(要申請 / 審査)

(７)認定サロンに登録できること。

(８)認定校に登録できること。

(９)アスリートネイルトレーナー養成講座 受講生紹介制度を利用できること。

(１０)個人正会員のみ、個人正会員の特典は全て付与できること。


第６条の３ 【認定サロンの活動等】 

１.認定サロンは、以下の各号に掲げる事項を協会に求め、以下の各号に掲げる行為を行うことができる
(ただし、承認店舗に限るものとする。)。この場合、協会(協会の知的財産権を管理する者を含む。)が、
協会に関する講座および協会の著作物に関する著作権、協会の法人名および協会の文書およびウェブサ
イト等に明示される協会の商標又はロゴマークに関する商標権その他協会に関連する知的財産権を保有
していることを予め承諾する。

(１)協会は、協会の認定を受けた認定サロンとして、協会のウェブサイトにおいて、当該認定サロンの住
所又は氏名もしくは名称(代表者名を含む。)、連絡先その他協会が定める事項を掲載する。

(２)認定サロンは、自己のウェブサイト、ブログ又は自己の営業資料において、協会名とともに認定サロ
ンの認定を受けていることを示すことができる。

(３)前各号の他、協会の目的に資する活動において、協会と事前協議の上、協会の承諾を得た場合には、
前号の協会に関連する知的財産権を使用することができる。


２.協会は、認定サロンに以下の各号の特典を付与することができる(ただし、承認店舗に限るものとす
る。)。特典の詳細は、付与の必要性に応じて、協会が別途定める。

(１)認定サロンページに掲載できること。 

(２)交付される認定サロンステッカーを店舗内に貼付できること。 

(３)サロンの施術メニューに『呼称』を表示できること。 

(４)サロンのSNSアカウントおよびアカウント名、ウェブサイトやブログに『呼称』を使用できるこ
と。 

(５)販促活動用のバナーや素材を使用できること。(登録後案内)


第６条の４ 【一般会員の活動等】

１.一般会員は、以下の各号に掲げる事項を協会に求め、以下の各号に掲げる行為を行うことができる。
この場合、協会(協会の知的財産権を管理する者を含む。)が、協会に関する講座および協会の著作物に
関する著作権、協会の法人名および協会の文書およびウェブサイト等に明示される協会の商標又はロゴ
マークに関する商標権その他協会に関連する知的財産権を保有していることを予め承諾する。

(１)協会は、爪切り指導士認定資格講座を受講し、爪切り指導士認定資格を有する一般会員として、協会
のウェブサイトにおいて、当該一般会員の氏名、活動エリア、認定証番号その他協会が定める事項を掲
載する。

(２)一般会員は、自らの経歴として、自己のウェブサイト、ブログ又は経歴書において、協会名とともに
爪切り指導士の認定を受けていることを示すことができる。

(３)前各号の他、協会の目的に資する活動において、協会と事前協議の上、協会の承諾を得た場合には、
前号の協会に関連する知的財産権を使用することができる。


２.協会は、一般会員に以下の各号の特典を付与することができる。特典の詳細は、付与の必要性に応じ
て、協会が別途定める。

(１)爪切り指導士認定証の更新料(一般会員の資格を有する期間中に協会に支払うべき更新料)を無料とす
ること。 ただし、２年以上会員継続した者に限る。

(２)協会主催のイベント・セミナー等に会員料金で参加できること。




(３) 協会ウェブサイトの認定爪切り指導士ページに掲載できること。

(４)爪切り指導に関するイベントおよびセミナーや講演を行えること。(要申請)

(５)協会と協力関係にある専門家に相談ができること。


第７条 【会員の義務】 

１.会員は協会の目的を遵守し、協会の活動を支援しなければならない。 


２.会員は入会申込みの際の申告事項に変更が生じた場合、ただちに協会へ届け出なければならない。


３.会員は以下の各号に掲げる行為を行ってはならない。

(１)協会又は他の会員の活動に対する妨害行為。

(２)協会もしくは他の会員の信用又は名誉を毀損する行為。 

(３)協会(協会の知的財産権を管理する者を含む。)が管理する協会に関連する知的財産権を侵害する行
為。 

(４)法令又は公序良俗に違反する行為。 

(５)この規約に反する行為。


４.会員が認定サロン又は法人会員の場合には、会員は、その役員又は従業員(個人正会員である役員又は
従業員であるか否かを問わない。)に対して、前項各号に掲げる行為を行わせてはならず、かつそのよう
な義務を遵守させる義務を負うものとし、また会員は、その役員又は従業員の行為について協会に対し
て一切の責任を負うものとする。


第８条 【権利譲渡】 

会員は、この規約から生じる一切の権利および義務並びに契約上の地位(会員区分を含む。)を、第三者
に移転もしくは使用し、又は担保の設定等に供する等の一切の処分行為はできない。


第９条 【私的利用の範囲外等の利用禁止】 

会員は、この規約で定める場合又は協会が別途承諾した場合を除き、協会を通じて入手したいかなる情
報についても、複製、販売、出版、送信もしくは放送その他いかなる方法でも使用することはできず、
知的財産権の出願を行ってはならず、また私的利用の範囲を越えて使用をすることはできず、さらに第三
者を通じてこれらに反する使用をさせることはできない。


第 １０ 条 【資格の喪失】

 １.会員は、次の各号に該当したときは、その時点で直ちに会員としての資格を喪失する。

(１)協会に退会を申し出たとき。 

(２)更新年会費を、協会が定める期日までに納入しなかった場合。 

(３)会員が自然人である場合、会員が死亡し、又は失踪宣告を受けたとき。 


第 １１ 条 【除名】 

会員がこの規約に違反したとき又は以下の各号に該当したときは、協会は、事前に通知することなく直
ちに当該会員を除名することができる。協会が会員を除名した場合、当該会員は、その時点で直ちに会
員としての資格を喪失する。 

(１)入会申込みの際の申告において、虚偽の申告を行ったことが判明した場合。 

(２)破産、民事再生その他倒産手続の申立てがあった場合。 

(３)後見開始、保佐開始又は補助開始の審判を受けた場合。 

(４)協会が協会の目的に照らして行った指示に違反した場合。 

(５)その他、協会の目的に照らして協会が不適切と判断した場合。


第 １２ 条 【会費の不返還】 




協会は、会員が退会、資格の喪失又は除名等のいかなる事由により会員としての資格を喪失した場合で
あっても、協会に納入した初年度年会費および更新年会費その他の会費は一切返還しない。


第 １３ 条 【再入会】

１.第 １０ 条により資格を喪失した者が再入会を希望し、協会がそれを認めたときは、再入会すること
ができる。 


２.再入会に際しては、当該会員は所定の会費を改めて納入する等、新規に入会する会員と同様の取り扱
いを受けるものとする。


第 １４ 条 【免責等】 

１.会員としての資格を有している期間中であるか否かを問わず、協会の活動に関して、会員又は第三者
が損害を被った場合であっても、協会は一切責任を負わず、かつ、会員から一切の求償も受けないもの
とする。 


２.会員が故意又は過失により協会に損害を与えた場合は、その賠償をする義務を負う。


第 １５ 条 【管轄等】 

この規約に関し、訴訟提起の必要が生じた場合には、東京簡易裁判所又は東京地方裁判所を第一審の専
属的合意管轄裁判所とする。


第 １６ 条 【規約の変更等】 

１.協会はこの規約(会費規約を含み、協会が別途定める規約を含む。以下同じ。)を変更する場合があ
る。協会がこの規約の変更を行う場合、直ちに協会のウェブサイトに変更後の規約を掲載し、内容を会
員に通知する。 


２.会員が前項に異議を述べない場合は、当該会員は変更後の規約の内容に同意したものとみなす。 


３.前項に定める場合のほか、会員が会費の納入を行う場合において、会費の納入時に変更された規約が
存在する場合には、会員は、当該会費の納入を行う条件として、変更後の規約に同意することを要し、
かつ、当該会費の納入時に会員は変更後の規約の内容に同意したものとみなす。


第 １７ 条 【附則】

この規約は、平成２９年 ４月から実施する。

改訂年月日の記載

初版 平成２９年４月　第２版 令和４年２月　第３版 令和５年３月　第４版 令和５年６月



